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<留意事項> 

本資料において提示するＰＭ2.5・光化学オキシダント対策に係る費用及び効果について

は、現時点において収集できた情報に基づくものです。今後も精査を進め、調査報告とし

て取りまとめていきます。 

費用及び効果の試算につきまして、有用な情報をご提供いただける場合やご意見につい

ては、下記問い合わせ先までメール（inv.com_tokyo@cfk.co.jp）にてご連絡をお願いい

たします。 

※ 平成 31 年１月 23 日（水）までにお寄せいただきました情報提供内容につきましては、内容を確認の

上、調査報告へ反映することを検討いたします。 

  

（問い合わせ先） 

中央復建コンサルタンツ株式会社 東京本社（担当：橋本、塩谷、森兼、三原） 

メール inv.com_tokyo@cfk.co.jp 

電 話 ０３－３５１１－２００１ 

ＦＡＸ ０３－３５１１－２０３１ 
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１．ＰＭ2.5・光化学オキシダント前駆物質の削減対策 

ＰＭ2.5・光化学オキシダント前駆物質の削減対策（以下、「ＰＭ2.5・光化学オキシダント対策」という。）

の検討対象を表 1.1.1 に示す。 

表 1.1.1 ＰＭ2.5・光化学オキシダント対策リスト 

発生源 分 類 № 対策名 

大規模固定 

煙源 

燃料転換 

1 

1）電化（←液体燃料） 

2）電化（←気体燃料） 

3）電化（←固体燃料） 

2 
1）ガス化（←液体燃料） 

2）ガス化（←固体燃料） 

吸着・集塵 
3 排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、電気集塵機 

4 バグフィルターの設置 

民 生 

業 務 
5 

1）電化（←液体燃料） 

2）電化（←気体燃料） 

6 ガス化（←液体燃料） 

業務・家庭 7 低ＮＯＸ・低ＣＯ２小規模燃焼機器 

家 庭 8 電化（←気体燃料） 

全 般 9 低ＶＯＣ製品 

蒸発系固定 

発生源 

給 油 10 ＳＴＡＧＥⅡ 

塗 装 

11 低ＶＯＣ塗料への転換（工場外） 

12 低ＶＯＣ塗料への転換（工場内） 

13 排ガス処理装置（工場内） 

印 刷 
14 低ＶＯＣインキへの転換 

15 排ガス処理装置  

クリーニング 
16 溶剤回収機能付き乾燥機の導入 

17 溶剤回収機能付きハンガー 

金属表面処理 
18 洗浄剤（水系等）の転換 

19 排ガス処理装置 

自動車 次世代自動車 

20 
1）ＺＥＶ〔乗用車〕 

2）ＺＥＶ〔大型車〕 

21 ガソリンＨＶ〔乗用車〕 

22 
1）ディーゼルＨＶ（トラック） 

2）ディーゼルＨＶ（バス） 

船 舶 
燃料転換 

23 0.5％低硫黄燃料油 

24 Ａ重油 

25 ＬＮＧ船 

26 陸電（ショア・パワー） 

排出抑制 27 スクラバー 

 

  



 3 

２．対策の費用と効果に関する情報整理 

2.1 対策の費用と効果に関する情報整理のフロー 

対策の費用と効果について、図 2.1.1 に示すフローを基本に情報整理を行った。 

なお、各対策の個別の検討フローは 2.2 節に示すとおりである。この場合の対策費用は、削減対策技

術を導入する際の費用からベースライン（従来の費用）を差し引いたものであり、対象期間全体（16 年

間）に係る費用であることに留意する。 

 

図 2.1.1 対策の費用と効果に関する情報整理のフロー 

 

対策効果（Ｅ）の算出 対策費用（Ｃ）の算出

対策ごとの効果及び費用の整理

対象モデル・前提条件等の設定

東京都内の大規模固定煙源、民生（業務、家庭、全般）、蒸発系固定発
生源（給油、塗装、印刷、クリーニング、金属表面処理）、自動車、船
舶

対象分野

対象期間
・2015年度を基本年度（初年度）とする
・最終年度は東京都の政策目標達成年次である2030年度とする

ベースライン
• 対策対象の規模や稼動状況、活動量等の基本量は変化しない
• 対象期間中において導入された機器のリプレイスは考慮しない

各対策の直接費用（円）
イニシャルコスト＋ランニングコスト

（割引率考慮）

ベースライン
排出量の算出

各前駆物質別の2030年削減量【2015年度比】（トン）
「ベースライン排出量」ー「対策後排出量」

※ＣＯ２削減効果、マイナス効果等についても整理

対策費用（円）
【2015～2030年度の累積費用】
「対策費用」ー「従来の費用」

※エネルギ-コストの低減等についても整理

• ＰＭ2.5、光化学オキシダント前駆物質の排出削減
量（トン）

• 前駆物質：ＮＯＸ、ＳＯＸ、ＰＭ、ＶＯＣ

対策後排出量の算出
（対策技術の削減効果を加味）

ベースライン
従来の費用の設定

対策費用の設定

対策普及率
最終年度（2030年度）における対策普及目標を設定し、毎年定率で普及

（船舶の一部を除く）

0

500

1,000

1,500

2,000

0

50

100

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

普及率（％） 普及台数（台）

年度

普及イメージ（毎年定率で普及し、2030年度に普及率100%となる場合）

台数

普及率（％）

＊東京都の政策目標（東京都環境基本計画（2016 年 3 月）及び「都民ファーストでつくる『新し

い東京』～2020 年に向けた実行プラン～（2016 年 12 月）） 

2030 年度までに全ての測定局における光化学オキシダント濃度を 0.07 ppm 以下とする。 

（年間４番目に高い日最高 8時間値の 3年平均） 
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2.2 対策の費用と効果に関する情報 

（1）前提条件・算出方法 

各対策の費用と効果に関する情報の整理について、各対策の対象等は表 2.2.1 に、前提条件・算出フ

ロー・それらの予測の不確実性は表 2.2.2～2.2.34 に示す。 

表 2.2.1 各対策の対象等 

発生源 分 類 № 対策名 対策対象〔東京都内〕 

大規模 

固定 

煙源 

燃料転換 

1 

1）電化（←液体燃料） 液体燃料ボイラー 

2）電化（←気体燃料） 気体燃料ボイラー 

3）電化（←固体燃料） 固体燃料ボイラー 

2 
1）ガス化（←液体燃料） 液体燃料ボイラー 

2）ガス化（←固体燃料） 固体燃料ボイラー 

吸着・集塵 
3 

排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、電
気集塵機 

廃棄物処理施設 

4 バグフィルターの設置 サイクロン型集塵機稼働施設 

民 生 

業 務 
5 

1）電化（←液体燃料） 工場・事業所の液体燃料設備 

2）電化（←気体燃料） 工場・事業所の気体燃料設備 

6 ガス化（←液体燃料） 工場・事業所の液体燃料設備 

業務・家庭 7 低ＮＯＸ・低ＣＯ２小規模燃焼機器 工場・事業所の液体、気体燃料設備 

家 庭 8 電化（←気体燃料） 気体燃料設備 

全 般 9 低ＶＯＣ製品 エアゾール製品 

蒸発系 

固 定 

発生源 

給 油 10 ＳＴＡＧＥⅡ 給油所の給油機 

塗 装 

11 低ＶＯＣ塗料への転換（工場外） 溶剤系塗装 

12 低ＶＯＣ塗料への転換（工場内） 溶剤系塗装 

13 排ガス処理装置（工場内） 溶剤系塗装 

印 刷 
14 低ＶＯＣインキへの転換 

溶剤系オフセット印刷工場 
15 排ガス処理装置  

クリーニング 
16 溶剤回収機能付き乾燥機の導入 

ドライクリーニング乾燥機 
17 溶剤回収機能付きハンガー 

金属表面処理 
18 洗浄剤（水系等） 

溶剤系洗浄剤・洗浄設備 
19 排ガス処理装置 

自動車 次世代自動車 

20 
1）ＺＥＶ〔乗用車〕 乗用車のガソリン車 

2）ＺＥＶ〔大型車〕 ディーゼル貨物車 

21 ガソリンＨＶ〔乗用車〕 乗用車のガソリン車 

22 
1）ディーゼルＨＶ（トラック） ディーゼル貨物車 

2）ディーゼルＨＶ（バス） ディーゼル車（乗合車） 

船 舶 
燃料転換 

23 0.5％低硫黄燃料油 東京港湾内航船 

24 Ａ重油 東京港湾内航船 

25 ＬＮＧ船 東京港湾内航船 

26 陸電（ショア・パワー） 東京港湾内航船 

排出抑制 27 スクラバー 東京港湾内航船 

■次世代自動車の普及に係る東京都の政策目標について 

№ 対策名 2030 年度における普及目標 

20 1）ＺＥＶ〔乗用車〕 乗用車新車販売台数に占める ZEV※1の割合：50％ 

21 ガソリンＨＶ車〔乗用車〕 都内乗用車に占める次世代自動車等※2の普及割合：80％ 

22 1）ディーゼルＨＶ（トラック） 都内貨物車に占める次世代自動車等※2の普及割合：10％ 

※1 ＺＥＶ：ＥＶ，ＰＨＶ，ＦＣＶ 

※2 次世代自動車等：ＨＶ、ＥＶ，ＰＨＶ，ＦＣＶ 

（東京都の政策目標） 

「東京都環境基本計画（2016 年 3 月）」等 
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表 2.2.2 各対策の費用と効果に関する情報（大規模固定煙源・液体燃料からの電化） 

発生源 分 類 対策名 

大規模固定煙源 燃料転換 №１ 1) 電化（←液体燃料） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：液体燃料設備(灯油、重油、軽油等)を使用する都内ばい煙施設 

・ 対策内容：従来の液体系ボイラーが大型ヒートポンプへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内液体系ボイラーの大型ヒートポンプ化は毎年定率で実施 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、大型ヒートポンプの平均価格は限られたデータから平均的な値を設定している

ため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

電化への転換率

液体燃料取扱量
（重油、軽油、灯油等）
約28,000ＫＬ/年

対策削減率
100（％）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、PM、CO２〕

液体燃料の
電化転換量
約900ＫＬ/年

電気平均単価 約30円/kwｈ

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約３％
（2030年で普及率50％）

従来設備のイニシャルコス
ト（円/年） 対策イニシャ

ルコスト
約14～37億円

対策ランニン
グコスト

約0.3億円/年

電力換算量
（kwh/年）

従来の燃料代（円/年）

液体燃料平均単価 約80円/Ｌ

大型ヒートポンプの電気代（円/年）

発電に伴うCO２発生量等（ｔ/年）

NOX、SOX、PM、CO２

電化への転換率（％/年）

毎年約３％ （2030年で50％）

燃料別排出量に基づく
液体燃料からの排出量比（％）

液体燃料の電化転換
台数 約30台/年 大型ヒートポンプのイニシャ

ルコスト（円/年）

従来設備の平均的価格
400～1,000万円／台

大型ヒートポンプの平均的
価格 600～1,700万円/台

ばい煙発生施設からの
排出量（ｔ/年）

約1,000台

都内液体燃料設備数（台）
（重油、軽油、灯油使用のボイラー）

ＮＯＸ：60％、ＳＯＸ：82％、ＰＭ：14％
ＣＯ２：32％

電源構成を踏まえたＣＯ２等
の排出係数

現在価値化
割引率3％

約42～61億円

NOx：997 ｔ、 SOx：204 t、 PM：10 t、
CO2： 853 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.3 各対策の費用と効果に関する情報（大規模固定煙源・気体燃料からの電化） 

発生源 分 類 対策名 

大規模固定煙源 燃料転換 №１ 2) 電化（←気体燃料） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：気体燃料設備(都市ガス等)を使用する都内ばい煙施設 

・ 対策内容：従来の気体系ボイラーが大型ヒートポンプへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内気体系ボイラーの大型ヒートポンプ化は毎年定率で実施 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、大型ヒートポンプの平均価格は限られたデータから平均的な値を設定している

ため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

電化への転換率

気体燃料取扱量
（都市ガス、ＬＰＧ等）
約66万Ｋ㎥/年

対策削減率
100（％）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔NOX、PM、 CO２〕

気体燃料の
電化転換量
約2万Ｋ㎥/年

電気平均単価 約30円/kwｈ

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約３％
（2030年で普及率50％）

従来設備のイニシャルコ
スト（円/年） 対策イニ

シャルコスト
約9～216億円

対策ランニ
ングコスト
約28億円/年

電力換算量
（kwh/年）

従来の燃料代（円/年）

気体燃料平均単価 300～400円/㎥

大型ヒートポンプの電気代（円/年）

発電に伴うCO２発生量等（ｔ/年）

NOX、SOX、PM、CO２

電化への転換率（％/年）

毎年約３％ （2030年で50％）

燃料別排出量に基づく
気体燃料からの排出量比（％）

気体燃料の電化転換
台数 190台/年 大型ヒートポンプのイニ

シャルコスト（円/年）

従来設備の平均的価格
600～1,000万円／台

大型ヒートポンプの平均的
価格 600～1,700万円/台

ばい煙発生施設からの
排出量（ｔ/年）

約6,100台

都内気体燃料設備数（台）
（ガス系ボイラー）

ＮＯＸ：34％、ＳＯＸ：0％、ＰＭ：80％
ＣＯ２：66％

電源構成を踏まえたＣＯ２等
の排出係数

現在価値化
割引率3％

約2,749～2,909
億円

NOx：556 ｔ、 SOx：0.2 t、 PM：54 t、
CO2： 1,760 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.4 各対策の費用と効果に関する情報（大規模固定煙源・固体燃料からの電化） 

発生源 分 類 対策名 

大規模固定煙源 燃料転換 №１ 3) 電化（←固体燃料） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：固体燃料設備(木片等)を使用する都内ばい煙施設 

・ 対策内容：従来の固体燃料ボイラーが大型ヒートポンプへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 設備台数の変化、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内の固体系ボイラーの大型ヒートポンプ化は毎年定率で実施 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、大型ヒートポンプの平均価格は限られたデータから平均的な値を設定している

ため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

電化への転換率

固体燃料取扱量
（石炭、コークス等）
約9,300ｔ/年

対策削減率
100（％）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）
〔 NOX、ＳOX、PM、CO２〕

固体燃料の
電化転換量
約290ｔ/年

電気平均単価 約30円/kwｈ

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約３％
（2030年で普及率50％）

従来設備のイニシャルコスト
（円/年） 対策イニシャ

ルコスト
約▲2～7億円

対策ランニン
グコスト

約0.1億円/年

電力換算量
（kwh/年）

従来の燃料代（円/年）

固体燃料平均単価 約10,000円/ｔ

大型ヒートポンプの電気代（円/年）

発電に伴うCO２発生量等（ｔ/年）

NOX、SOX、PM、CO２

電化への転換率（％/年）

毎年約３％ （2030年で50％）

燃料別排出量に基づく
固体燃料からの排出量比（％）

固体燃料の電化転換
台数 6台/年 大型ヒートポンプのイニシャ

ルコスト（円/年）

従来設備の平均的価格
800～1,000万円／台

大型ヒートポンプの平均的
価格 600～1,700万円/台

ばい煙発生施設からの
排出量（ｔ/年）

約200台

都内固体燃料設備数（台）
（石炭、コークス・ボイラー）

ＮＯＸ：2％、ＳＯＸ：18％、ＰＭ：5％
ＣＯ２：2％

電源構成を踏まえたＣＯ２等
の排出係数

現在価値化
割引率3％

約9～16億円

NOx：30 ｔ、 SOx：45 t、 PM：3 t、
CO2： 49 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.5 各対策の費用と効果に関する情報（大規模固定煙源・液体燃料からのガス化） 

発生源 分 類 対策名 

大規模固定煙源 燃料転換 №２ 1）ガス化（←液体燃料） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：液体燃料設備(灯油、重油、軽油等)を使用する都内ばい煙施設 

・ 対策内容：従来の液体系ボイラーが高効率ガス系ボイラーへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 設備台数の変化、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内液体系ボイラーの高効率ガス系ボイラー化は毎年定率で実施 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、高効率ガス系ボイラーの平均価格は限られたデータから平均的な値を設定して

いるため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

ガス化への転換率

液体燃料取扱量
（重油、軽油、灯油等）
約28,000ＫＬ/年

対策削減率

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、PM、CO２〕

液体燃料の
ガス化転換量
約900ＫＬ/年

気体燃料単価 300～400円/㎥

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約３％
（2030年で普及率50％）

従来設備のイニシャルコス
ト（円/年） 対策イニシャ

ルコスト
約12～27億円

対策ランニン
グコスト
約1.5～

2.3億円/年

従来の燃料代（円/年）

液体燃料平均単価 約80円/Ｌ

高効率ガス系ボイラーの
燃料代（円/年）

NOX、SOX、PM、CO２

ガス化への転換率（％/年）

毎年約３％ （2030年で30％）

燃料別排出量に基づく
液体燃料からの排出量比（％）

液体燃料のガス化
転換台数 30台/年 高効率ガス系ボイラーのイ

ニシャルコスト（円/年）

従来設備の平均的価格
400～1,000万円／台

高効率ガス系ボイラー
の平均的価格

600～1,500万円/台

ばい煙発生施設からの
排出量（ｔ/年）

約1,000台

都内液体燃料設備数（台）
（重油、軽油、灯油使用のボイラー）

ＮＯＸ：60％、ＳＯＸ：82％、ＰＭ：14％
ＣＯ２：32％

ガス換算量

Ｋ㎥/年

ＮＯＸ：40～60％
ＳＯＸ・ＰＭ：99％
ＣＯ２：20％

現在価値化
割引率3％

約162～247億円

NOx：399～598 ｔ、 SOx：202 t、 PM：10 t、
CO2： 171 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.6 各対策の費用と効果に関する情報（大規模固定煙源・固体燃料からのガス化） 

発生源 分 類 対策名 

大規模固定煙源 燃料転換 №２ 2）ガス化（←固体燃料） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：固体燃料設備(木片等)を使用する都内ばい煙施設 

・ 対策内容：従来の固体系ボイラーが高効率ガス系ボイラーへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内固体系ボイラーの高効率ガス系ボイラー化は毎年定率で実施 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、高効率ガス系ボイラーの平均価格は限られたデータから平均的な値を設定して

いるため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

ガス化への転換率

固体燃料取扱量
（石炭、コークス等）
約9,300ｔ/年

対策削減率

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）
〔 NOX、ＳOX、PM、CO２〕

固体燃料の
ガス化転換量
約290ｔ/年

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約３％
（2030年で普及率50％）

従来設備のイニシャ
ルコスト（円/年） 対策イニシャ

ルコスト
約▲2～5億円

対策ランニン
グコスト
約0.3～

0.4億円/年

ガス換算量
㎥/年

従来の燃料代（円/年）

固体燃料平均単価 約10,000円/ｔ

NOX、SOX、PM、CO２

ガス化への転換率（％/年）

毎年約３％ （2030年で50％）

燃料別排出量に基づく
固体燃料からの排出量比（％）

固体燃料のガス化
転換台数 6台/年

高効率ガス系ボイ
ラーのイニシャルコス

ト（円/年）

従来設備の平均的価格
800～1,000万円／台

高効率ガス系ボイラーの平均
的価格 600～1,500万円/台

ばい煙発生施設からの
排出量（ｔ/年）

約200台

都内固体燃料設備数（台）
（石炭、コークス・ボイラー）

ＮＯＸ：2％、ＳＯＸ：18％、ＰＭ：5％
ＣＯ２：2％

ＮＯＸ：60％
ＳＯＸ・ＰＭ：60％
ＣＯ２：60％

気体燃料単価 300～400円/㎥

高効率ガス系ボイラーの
燃料代（円/年）

現在価値化
割引率3％

約24～39億円

NOx：15～18 ｔ、 SOx：23～27 t、 PM：2 t、
CO2： 25～29 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.7 各対策の費用と効果に関する情報（大規模固定煙源・排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、電気集塵機） 

発生源 分 類 対策名 

大規模固定煙源 吸着・集塵 №３ 排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、電気集塵機 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：廃棄物処理施設（排ガス量 50,000N ㎥/h 以上） 

・ 対策内容：排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、電気集塵機の設置 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内廃棄物処理施設で排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、電気集塵機が毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、当該設備の平均価格は限られたデータから平均的な値を設定しているため、施

設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

対策削減率

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔NOX、SOX、PM〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

年間維持管理費
1,000～1,500万円／基

対策イニシャル
コスト

約6～11億円

NOX、SOX、PM

電化への転換率（％/年）

毎年約３％ （2030年で50％）

未対策施設からの排出寄与率（％）

溶解塩噴霧・脱硫装置・湿式電気集
じん処理システムの平均的価格

2,000～3,500万円／基

ばい煙発生施設からの
排出量（ｔ/年）

NOX、SOX、PMいずれも48％
（未対策施設数の全体に対する割合）

対策普及率

約60箇所

排ガス量50,000N㎥/h以上の
廃棄物処理施設

大規模固定煙源
毎年約3％

（2030年で普及率50％）

年間対策設備設置数
約2基/年

対策ランニング
コスト

約0.2～0.3億円/年

現在価値化
割引率3％

※従来の設備の稼働＋α の対策であるため、従来設備費用は計上しない

ＮＯＸ：99％、ＳＯＸ：99％、ＰＭ：99％

約23～36億円

NOx：345～359 ｔ、 SOx：26～27 t、
PM：9 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.8 各対策の費用と効果に関する情報（大規模固定煙源・バグフィルターの設置） 

発生源 分 類 対策名 

大規模固定煙源 吸着・集塵 №４ バグフィルターの設置 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内ばい煙施設のうち、既にサイクロン型集塵機が稼働している施設 

・ 対策内容：サイクロン型集塵機からバグフィルターへの転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ サイクロン型集塵機が稼働している施設においてバグフィルターが毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、当該設備の平均価格は限られたデータから平均的な値を設定しているため、施

設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

対策削減率

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔PM〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

バグフィルターとサイクロン式の
年間維持管理費の差額
200～400万円／基・年

PM

対策普及率（任意）

毎年約３％ （2030年で50％）

サイクロン式施設からの排出寄与率（％）

サイクロン式電気集塵機
の平均的価格

約700～1,000万円／基

ばい煙発生施設からの
排出量（ｔ/年）

PM除去率60％未満
約1,440箇所

都内対象施設数
（サイクロン式電気集塵機）

ＰＭ：52％
（サイクロン式施設数の全体に対する割合）

対策普及率（任意）

毎年約3％
（2030年で普及率50％）

年間対策設備数
約30基/年

現在価値化
割引率3％

バグフィルターはＰＭ：99％
ただし既往サイクロンの除去率20
～60％も考慮し40～80％で設定

従来設備のイニシャルコス
ト（円/年） 対策イニシャ

ルコスト
約51～72億円バグフィルターのイニシャル

コスト（円/年）

バグフィルターの平均的価
格 500～1,500万円/基

対策ランニングコスト
約0.9～1.8億円/年

約129～235億円

PM：8～15 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.9 各対策の費用と効果に関する情報（民生〔業務〕・液体燃料からの電化） 

発生源 分 類 対策名 

民生 業務 №５ 1）液体燃料からの電化 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：液体燃料設備(灯油、重油、軽油等)を使用する都内の事業所 

・ 対策内容：従来の液体系ボイラーが業務用ヒートポンプへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内事業所での業務用ヒートポンプ化は毎年定率で実施 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、業務用ヒートポンプの平均価格は限られたデータから平均的な値を設定してい

るため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

 

都内液体燃料機器
設置台数（約11,600台/年）

〔重油、軽油、灯油等〕

対策削減率
（100％）

液体燃料機器の
電化転換台数
（約360台/年）

業務用ＨＰの維持管理・電気代
（約90～150万円/台）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

従来の液体燃料機器の
平均単価（約80～130万円/台）

イニシャル
コスト

約9～14億円

ランニング
コスト

約▲1.1～▲0.7
億円/年

従来の設備費用（円/年）

電化の設備費用（円/年）

業務用ＨＰの平均単価（約96～154万円/台）

従来の維持管理・燃料代
（円/年）

液体燃料機器の維持管理・燃料代
（約120～170万円/台）

NOX、SOX、PM、NMVOC、CO２

電化への転換率（％/年）

毎年約３％ （2030年で50％）

電化の維持管理・電気代
（円/年）

液体燃料機器（業務・灯
油）からの排出量（ｔ/年） 対策効果（ｔ）

2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、PM、 NMVOC 、CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

電化への転換率（％/年）

液体燃料取扱量 （ｔ）/年
（重油、軽油、灯油等）

液体燃料の電化
転換量（ｔ/年）

毎年約３％ （2030年で50％）

電力換算量（kwh/年）

発電に伴うCO２発生量等（ｔ/年）

現在価値化
割引率3％

約▲100～▲61
億円

NOx：211ｔ、 SOx：6 t、 PM：25 t、
NMVOC：13 t、 CO2：266 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.10 各対策の費用と効果に関する情報（民生〔業務〕・気体燃料からの電化） 

発生源 分 類 対策名 

民生 業務 №5-2 気体燃料からの電化 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：気体燃料設備(都市ガス、ＬＰＧ)を使用する都内の事業所 

・ 対策内容：従来の気体系ボイラーが業務用ヒートポンプへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内事業所での業務用ヒートポンプ化は毎年定率で実施 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、業務用ヒートポンプの平均価格は限られたデータから平均的な値を設定してい

るため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

 

  

電化への転換率（％/年）

都内気体燃料機器
設置台数（約44,700台/年）

〔業務・都市ガス、ＬＰＧ〕
気体燃料機器の
電化転換台数
（約1,400台/年）

業務用ＨＰの維持管理・電気代
（約90～150万円/台）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約３％ （2030年で50％）

従来の気体燃料機器の平
均単価（約70～170万円/台）

イニシャル
コスト

約▲36～58億円

ランニング
コスト

約▲5.3～▲3.2
億円/年

従来の設備費用（円/年）

電化の設備費用（円/年）

業務用ＨＰの平均単価（約96～154万円/台）

従来の維持管理・燃料代
（円/年）

気体燃料機器の維持管理・燃料代
（約130～200万円/台）

NOX、PM、NMVOC、CO２

電化への転換率（％/年）

毎年約３％ （2030年で50％）

電化の維持管理・電気代
（円/年）

気体燃料機器
（業務・都市ガス、ＬＰＧ）
からの排出量（ｔ/年）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔NOX、SOX、PM、 NMVOC 、CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

気体燃料取扱量 （ｔ）/年
（業務・都市ガス、ＬＰＧ）

気体燃料の電化
転換量（ｔ/年）

電力換算量（kwh/年） 発電に伴うCO２発生量等（ｔ/年）

対策削減率
（100％）

現在価値化
割引率3％

約▲554～
▲272億円

NOx：1,025ｔ、 SOx：0 t、 PM：73 t、
NMVOC：105 t、 CO2：2,049 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.11 各対策の費用と効果に関する情報（民生〔業務〕・液体燃料からのガス化） 

発生源 分 類 対策名 

民生 業務 №6 ガス化（←液体燃料） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：液体燃料設備(灯油、重油、軽油等)を使用する都内の事業所 

・ 対策内容：従来の液体系ボイラー等が業務用高効率ガス系ボイラーへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・都内事業所における高効率ガス系ボイラー化は毎年定率で実施 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、高効率ガス系ボイラーの平均価格は限られたデータから平均的な値を設定して

いるため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

ガス化への転換率（％/年）

都内液体燃料機器
設置台数 11,600（台）
〔重油、軽油、灯油等〕

対策削減率（％）

液体燃料機器の
ガス化転換台数

360（台/年）

業務用高効率ガス系ボイラー
の維持管理・電気代
140～200（万円/台）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約３％
※2030年で普及率50％

従来の液体燃料機器の平均
単価：80～130（万円/台）

イニシャル
コスト

約▲6～23億円

ランニング
コスト
約0.8～

1.3億円/年

従来の設備費用（円/年）

ガス化の設備費用（円/年）

業務用高効率ガス系ボイラー
の平均単価：70～170（万円/台）

従来の維持管理・燃料代
（円/年）

液体燃料機器の維持管理・燃料代
120～170（万円/台）

NOX、SOX、PM、NMVOC、CO２

ガス化への転換率（％/年）

毎年約３％
※2030年で普及率50％

ガス化の維持管理・電気代
（円/年）

NOX：51％、PM：31％、
VOC：82％、CO2：78％

液体燃料機器（業務・灯
油）からの排出量（ｔ/年） 対策効果（ｔ）

2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、PM、 NMVOC 、CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約70～143億円

NOx：108 ｔ、 SOx：0 t、 PM：8 t、
NMVOC：11 t、 CO2： 207 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.12 各対策の費用と効果に関する情報（民生〔業務・家庭〕・低ＮＯｘ・低ＣＯ２小規模燃焼機器） 

発生源 分 類 対策名 

民生 業務 №7 低ＮＯｘ・低ＣＯ２小規模燃焼機器 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内事業所で稼働している非認証機器〔液体燃料設備(灯油、重油、軽油等)

及び気体燃料設備（都市ガス、ＬＰＧ等）設備〕 

・ 対策内容：非認証機器が低ＮＯｘ・低ＣＯ２小規模燃焼機器に転換 

・ 2015 年度普及率：液体燃料設備 12％、気体燃料設備 78％ 

・ 総設備台数、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内事業所において、低ＮＯｘ・低ＣＯ２小規模燃焼機器は毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 
 

費用と効果の算出フロー   
  

 

  
不確実性

の考察 

・ 従来設備、認証機器等の平均価格は限られたデータから平均的な値を設定しているため、

施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

対
策
費
用
の
算
出

都内液体燃料機器
設置台数（約10,200台）

〔非認証機器（灯油）〕
液体燃料機器の
認証機器転換台数
（約640台/年）

認証機器の維持管理・燃料
単価（約120～170万円/台）

従来の液体燃料機器の平
均単価（約80～130万円/台）

イニシャル
コスト

約5～11億円

ランニング
コスト

約▲0.7～▲0.1
億円/年

従来の設備費用（円/年）

認証機器設備費用（円/年）

認証機器の平均単価（約100～160万円/台）

従来の維持管理・燃料代（円/年）

液体燃料機器の維持管理・燃料代
（約120～170万円/台）

認証機器の維持管理・燃料代（円/年）

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

認定機器への転換率（％/年）

毎年約6.3％ （2030年で100％）

現在価値化
割引率3％

電化への転換率（％/年）

都内気体燃料機器
設置台数（約9,700台/年）

〔非認証機器（業務・都市
ガス、ＬＰＧ）〕 気体燃料機器の

認定機器転換台数
（約610台/年）

認証機器の維持管理・燃料
単価（約120～170万円/台）

毎年約6.3％ （2030年で100％）

従来の気体燃料機器の平
均単価（約70～170万円/台）

対策イニシャ
ルコスト

約▲15～25億円

対策ランニン
グコスト

約▲2～▲0.6
億円/年

従来の設備費用（円/年）

認証機器設備費用（円/年）

認証機器の平均単価（約100～160万円/台）

従来の維持管理・燃料代
（円/年）

気体燃料機器の維持管理・燃料代
（約130～200万円/台）

認証機器の維持管理・燃料代（円/年）

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約▲23～▲9億円

約▲191～
▲40億円

対
策
効
果
の
算
出

対策削減率
（NOx・PM：70～99％、VOC：
SOx・99％、CO2：50～99％）

NOX、SOX、PM、VOC、CO２

認定機器への転換率（％/年）

毎年約6.3％ （2030年で100％）

液体燃料機器（非認証機
器（灯油））からの排出量

（ｔ/年）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、PM、 VOC 、CO２〕

NOX、PM、VOC、CO２

認定機器への転換率（％/年）

毎年約6.3％ （2030年で100％）

気体燃料機器（非認証機
器（業務・都市ガス、ＬＰ
Ｇ）からの排出量（ｔ/年）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、PM、 VOC 、CO２〕

対策削減率
（NOx・SOx・PM・VOC：85～
99.9％、CO2：50～99.9％）

NOx：509～582 ｔ、 SOx：0 t、 PM：51 t、
VOC：0 t、 CO2：1,018～1,163 千t

NOx：238～336 ｔ、 SOx：10 t、
PM：28～39 t、VOC：21 t、
CO2： 214～425 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.13 各対策の費用と効果に関する情報（民生〔家庭〕・気体燃料からの電化） 

発生源 分 類 対策名 

民生 家庭 №8 電化（←気体燃料） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：気体燃料設備(都市ガス、ＬＰＧ)を使用する一般家庭 

・ 対策内容：従来の家庭用ボイラーが家庭用ヒートポンプへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％ 

・ 設備台数の変化、各種前駆物質の削減率、燃料代、電気代等の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 一般家庭において、家庭用ヒートポンプが毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（50％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 従来設備、家庭用ヒートポンプの平均価格は、限られたデータから平均的な値を設定して

いるため、施設の規模や燃料取扱い階級を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

 

 

電化への転換率（％/年）

都内気体燃料機器
設置台数 1,300（万台）

〔都市ガス、ＬＰＧ〕

対策削減率（％）

気体燃料機器の
電化転換台数
44（万台/年）

家庭用ＨＰの維持管理・電気
代：15～20（万円/台）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約3％ 2030年で50％

従来の気体燃料機器の
平均単価20～80（円/台）

イニシャルコスト
約13,700～27,300億円

ランニングコスト
約▲200～120億円/年

従来の設備費用（円/年）

電化の設備費用（円/年）

家庭用ＨＰの平均単価：30～90（万円/台）

従来の維持管理・燃料代
（円/年）

気体燃料機器の維持管理・燃料代
12～25（万円/台）

NOX、PM、VOC、CO２

電化への転換率（％/年）

毎年約3％ 2030年で50％

電化の維持管理・電気代
（円/年）

家庭用ＨＰの除去性能
100％

気体燃料機器
（家庭・都市ガス、ＬＰＧ）
からの排出量（ｔ/年） 対策効果（ｔ）

2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、PM、 VOC 、CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

気体燃料取扱量 （ｔ）/年
（業務・都市ガス、ＬＰＧ）

気体燃料の電化
転換量（ｔ/年）

電力換算量（kwh/年）

発電に伴うCO２発生量等（ｔ/年）

現在価値化
割引率3％

約1,343～
22,798億円

NOx：1,765 ｔ、 PM：16 t、 VOC：139 t、
CO2：2,728 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.14 各対策の費用と効果に関する情報（民生〔全般〕・低ＶＯＣ製品） 

発生源 分 類 対策名 

民生 全般 №9 低ＶＯＣ製品 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内で使用されるエアゾール製品 

・ 対策内容：従来の製品から低ＶＯＣエアゾール製品へ転換 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ 従来のエアゾール製品及び低ＶＯＣエアゾール製品の価格変動は考慮しない。 

・ エアゾール製品の種別によって、対策の普及程度に差はない。 

対 策 

普及率 

・ 低ＶＯＣエアゾール製品が毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ ＶＯＣ削減率については、製品（成分）ごとに違ってくるが、現時点で一律の値を使用し

ている。 

・ 低ＶＯＣエアゾール製品の 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に

基づくものであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及

の伸び率）を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

  

低VOCエアゾール製品
への転換率（％/年）

対策削減率（％）
〔50％〕

差
額低VOCエアゾール製品へ

の転換量（1,000缶/年）

従来エアゾール製品使
用のランニングコスト

約11～19億円/年

従来のエアゾール製品
の平均単価（円/缶）

低VOCエアゾール製
品のランニングコスト

約13～21億円/年

低VOCエアゾール製品
の平均単価（円/缶）

対策費用の算出

対策効果の算出

毎年約6％
※2030年で普及率100％

住居用洗剤：1,860、芳香・消臭剤：
4,200、防虫剤：9,620、殺虫剤、ボ
ディケア商品：7,100、、ヘアメイク・
ヘアカラー商品：21,100

エアゾール製品の使用量
（1,000缶）/年

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔VOC〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約113～193億円

2,900 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.15 各対策の費用と効果に関する情報（ＳＴＡＧＥⅡ） 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 給 油 №10 ＳＴＡＧＥⅡ 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内の給油所（全給油機） 

・ 対策内容：未対策の給油機がＳＴＡＧＥⅡへ転換 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ ＳＴＡＧＥⅡは、国内で最も普及が進んでいる液化回収方式（給油機内蔵型）及び

それと同等の性能を有する機器を想定 

・ 従来給油機、ＳＴＡＧＥⅡの価格変動は考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、給油所の数の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内給油所において、ＳＴＡＧＥⅡが毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 給油機の種類については、懸垂式、据置式を区分しておらず、平均価格や削減効果は一律

の値を用いている。 

・ １給油所当たりの給油機の平均設置台数は、販売規模に応じた分類でなく、一括平均とし

ている。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

都内給油所数
（1,130箇所）

１給油所当たりの
給油機の平均設置
台数（3.5台/箇所）

ランニングコスト
約▲0.7～▲0.6億円/年

都内ＶＯＣ排出量
（6,800ｔ/年）

ＳＴＡＧＥⅡ転換
率（毎年6％）

ＶＯＣ削減率
80～95（％）

ＳＴＡＧＥⅡ転換
率（毎年6％）

ＳＴＡＧＥⅡ転換
台数（約400台/年）

通常の給油機
の費用（200～
300万円/台）

ＳＴＡＧＥⅡの
費用（300～
500万円/台）

イニシャルコスト
約28～91億円

ＳＴＡＧＥⅡと通常給油機
の電気代の差額
（約3,000円/台・月）

年換算（×12ヵ月）

対策費用の算出

対策効果の算出

比重及びガソリン
単価（円/KL） 蒸発ガス回収による燃料費節減（円/年）

従来の給油機
の初期費用
（円/年）

ＳＴＡＧＥⅡの
初期費用
（円/年）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔VOC〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

対策効果（ｔ/年）
〔VOC〕

現在価値化
割引率3％

約▲29～▲4億円

VOC：4,733～6,694 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.16 各対策の費用と効果に関する情報（低ＶＯＣ塗料への転換（工場外））情報収集中 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 塗装 №11 低ＶＯＣ塗料への転換（工場外） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内の塗装工程（構造物、建物（屋内・屋外）） 

・ 対策内容：従来の溶剤系塗装及び低ＶＯＣ塗料へ転換 

・ 2015 年度普及率：情報収集中 

・ 塗装工程の種別によって、対策の普及程度に差はないものとする。 

・ 従来の溶剤系塗料、低ＶＯＣ塗料の価格変動は考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、塗料取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 低ＶＯＣ塗料が毎年定率で普及（塗装工程で使用される） 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 構造物、建物（屋外、屋内）それぞれの用途で、使用する塗料の成分、低ＶＯＣ塗料の性

能（削減率等）が異なるものと考えられるが、現時点でそれらを区別していない。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 
 

  

低VOC塗料への転換率
（％/年）

溶剤系塗料の取扱量
構造物、建物（屋内・屋外）

対策削減率（％）

〔70～99％〕

差
額低VOC塗料への転換量

従来溶剤系塗装
のランニングコスト

従来溶剤系塗料の平均単価
構造物：9,000～11,000（円/kg）
建物（屋内・屋外）600～800（円/kg）

低VOC塗装のラン
ニングコスト

低VOC塗料の平均単価

対策費用の算出

対策効果の算出

毎年約６％
※2015年度から定率で普及

2030年で普及率100％

構造物、建物（屋内・屋外）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔VOC〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％構造物：8,600～11,000円/kg

建物（屋内・屋外）：600～700円/kg

情報収集中

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.17 各対策の費用と効果に関する情報（低ＶＯＣ塗料への転換（工場内））情報収集中 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 塗装 №12 低ＶＯＣ塗料への転換（工場内） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内塗装工場 

・ 対策内容：従来の溶剤系塗装が低ＶＯＣ塗料へ転換 

・ 2015 年度普及率：情報収集中 

・ 従来の溶剤系塗料、低ＶＯＣ塗料の価格変動は考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、塗料取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 低ＶＯＣ塗料が毎年定率で普及（工場内で使用される） 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 屋内塗装については、用途別に塗料の成分や価格、低ＶＯＣ塗料の性能（削減率等）が異

なるものと考えられる。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 
 

 

  

低VOC塗料への転換率
（％/年）

溶剤系塗料の取扱量

対策削減率
〔70～93％〕

差
額

低VOC塗料への転換量

従来溶剤系塗装の
ランニングコスト

従来溶剤系塗料の
平均単価

1,300～4,400（円/kg）

低VOC塗装のラン
ニングコスト

低VOC塗料の平均単価
2,000～6,700（円/kg）

対策費用の算出

対策効果の算出

毎年6％
※2015年度から定率で普及

2030年で普及率100％

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔VOC〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

情報収集中

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.18 各対策の費用と効果に関する情報（排ガス処理装置（工場内）） 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 塗装 №13 排ガス処理装置（工場内） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内塗装工場（自動車補修分野） 

・ 対策内容：排ガス処理装置を新たに設置 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ 排ガス処理装置の価格変動は考慮しない 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、塗料取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 排ガス処理装置が毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 現時点では、自動車補修分野のみに限定しているが、その他の用途についても効果と費用

を整理する必要がある 

・ 排ガス処理装置の 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に基づくも

のであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及の伸び率）

を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 
 

  

排ガス処理装置の導入率
（％/年）

対策削減率【ＶＯＣ】（70％）

対策効果（ｔ/年）
〔ＶＯＣ〕

排ガス処理装置
の導入台数
（約36台/年）

事業所当たりの排ガス
処理装置の運転費用
（約21～30万円/箇所/月）

対策費用
（円/年）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約６％ （2030年で100％）

イニシャル
コスト

約17～170億円

ランニング
コスト

約▲1.7～0.01
億円/年

排ガス処理装置設備費用
（円/年）

排ガス処理装置の平均設
備単価（約300～3,000万円/台）

従来の溶剤系塗料費用
（円/年）

従来の溶剤系塗料の単価（約131～444万円/t）

排ガス処理装置導入後の運転
費用（従来分込み）（円/年）

差
額

塗装施設（自動車補修）か
らのＶＯＣ排出量（ｔ/年）

排ガス処理装置の導入率（％/年）

毎年約６％ （2030年で100％） 排ガス処理装置によるVOC削減率

自動車補修塗料（約1,537 ｔ/年）

排ガス処理装置導入後の塗料
費用（従来分込み）（円/年）

都内塗装施設数（箇所）

従来の塗料費用（円/年）

塗料購入費削減率（70％） 現在価値化
割引率3％

約▲35～
25億円

VOC：1,076 t

都内塗装施設数（箇所）

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.19 各対策の費用と効果に関する情報（低ＶＯＣインキへの転換） 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 印刷 №14 低ＶＯＣインキへの転換 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内印刷工場（オフセット印刷） 

・ 対策内容：従来の溶剤インキから低ＶＯＣインキへの転換 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ 従来の溶剤系インキ及び低ＶＯＣインキの価格変動については考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、インキ取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 低ＶＯＣインキが毎年定率で普及（工場内で使用される） 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 印刷分野については、印刷方法別にインキの成分や価格、低ＶＯＣインキの性能（削減率

等）が異なるものと考えられる。 

・ 現時点では、オフセット印刷のみに限定しているが、その他の用途についても効果と費用

を整理する必要がある。 

・ 低ＶＯＣインキの 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に基づくも

のであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及の伸び率）

を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 
 

  

低VOCインキへの転換
率（％/年）

溶剤系インキの取扱量
（約19,000 ｔ/年）

【オフセット印刷】

対策削減率（60～99％）

〔VOC含有量比〕

差
額

低VOCインキへの
転換量（ｔ/年）

従来溶剤系インキ印
刷のランニングコス
ト約0.5～9.5億円/年

従来溶剤系インキの
平均単価（約4～80万円/ｔ）

低VOCインキ印刷
のランニングコスト
約20～50億円/年

低VOCインキの平均単価
（約174～454万円/ｔ）

対策費用の算出

対策効果の算出

毎年約６％ （2030年で100％）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔VOC〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約1,998～
4,395億円

VOC：1,660～2,738 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.20 各対策の費用と効果に関する情報（排ガス処理装置） 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 印刷 №15 排ガス処理装置 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内印刷工場（オフセット印刷） 

・ 対策内容：排ガス処理装置を新たに設置 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ 排ガス処理装置の価格変動は考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、インキ取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 排ガス処理装置が毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 現時点では、オフセット印刷のみに限定しているが、その他の用途についても効果と費用

を整理する必要がある。 

・ 排ガス処理装置の 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に基づくも

のであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及の伸び率）

を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 
 

  

排ガス処理装置の導入率
（％/年）

対策削減率【ＶＯＣ】（70％）

対策効果（ｔ/年）
〔ＶＯＣ〕

排ガス処理装置
の導入台数
（約270台/年）

事業所当たりの排ガス
処理装置の運転費用
（約21～30万円/箇所/月）

対策費用
（円/年）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約６％ （2030年で100％）

イニシャル
コスト

約128～1,280億円

ランニング
コスト
約2.9～

6.6億円/年

排ガス処理装置設備費用
（円/年）

排ガス処理装置の平均設
備単価（約300～3,000万円/台）

従来の溶剤系塗料費用
（円/年）

従来の溶剤系インキの単価（約4～80万円/t）

排ガス処理装置導入後の運転
費用（従来分込み）（円/年） 差

額

印刷工程（オフセット印刷）
からのＶＯＣ排出量（ｔ/年）

排ガス処理装置の導入率（％/年）

毎年約６％ （2030年で100％） 排ガス処理装置によるVOC削減率

溶剤インキ使用量（約19,000 ｔ/年）

排ガス処理装置導入後の塗料
費用（従来分込み）（円/年）

都内印刷施設数（箇所）

従来のインキ費用（円/年）

資材購入費削減率（70％）

現在価値化
割引率3％

約730～
1,291億円

VOC：1,936 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.21 各対策の費用と効果に関する情報（溶剤回収機付乾燥機への転換） 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 クリーニング №16 溶剤回収機能付乾燥機への転換 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内ドライクリーニング施設 

・ 対策内容：従来の乾燥機から溶剤回収機能付乾燥機へ転換 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ 従来と溶剤回収機能付き乾燥機は、平均的な規模を 22kg 対応の乾燥機とする。 

・ 乾燥機や従来のドライクリーニング溶剤の価格変動については考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、溶剤取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 溶剤回収機能付乾燥機が毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 溶剤回収機能付乾燥機の 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に基

づくものであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及の

伸び率）を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 
 

溶剤回収機能付き乾燥機
への転換率（％/年）

都内クリーンニングにおける
乾燥機稼働台数（約3,500台）

対策削減率【ＶＯＣ】 （86～90％）

差
額

溶剤回収機能付き
乾燥機転換台数
（約220台/年）

従来装置と溶剤回収機能付き
乾燥機の電気代等、維持管理

費差額（9～18万円/台）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約６％ （2030年で100％）

従来装置の平均設備
単価（約180～250万円/台）

イニシャルコスト
約13～26億円

ランニングコスト
約0.2～0.4億円/年

従来の設備費用（円/年）

溶剤回収機能付き乾燥
機設備費用（円/年）

溶剤回収機能付き乾燥機の平
均設備単価（約254～288万円/台）

溶剤回収機能付き乾燥機
の洗浄剤・電気代（円/年）

クリーニングにおける
ＶＯＣ排出量（ｔ/年）

溶剤回収機能付き乾燥機
への転換率（％/年）

毎年約６％ （2030年で100％）

全国ドライクリーニン
グ施設数（約28,400台）

都道府県別洗濯業
従業者数比（約0.12）

溶剤回収機能付き乾燥機の性能

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔VOC〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約40～49億円

VOC：3,513～3,677 t

溶剤回収分の低減費用（円/年）

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.22 各対策の費用と効果に関する情報（溶剤回収機能付きハンガー） 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 クリーニング №17 溶剤回収機能付きハンガー 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内ドライクリーニング施設 

・ 対策内容：溶剤回収機能付きハンガー新たに設置 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ 溶剤回収機能付きハンガーは、平均的な規模を 22kg 対応乾燥機相当とする 

・ 当該ハンガーやドライクリーニング溶剤の価格変動については考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、溶剤取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 溶剤回収機能付ハンガーが毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 溶剤回収機能付ハンガーの 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に

基づくものであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及

の伸び率）を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 
 

溶剤回収機能付きハンガー
乾燥機の導入率（％/年）

都内クリーンニングにおける
乾燥機稼働台数（約3,500台）

対策削減率【ＶＯＣ】

対策効果（ｔ）
2030年削減量
（2015年度比）

溶剤回収機能付き
乾燥機導入台数
（約220台/年）

溶剤回収機能付きハンガー
の電気代等、維持管理費

対策費用
2015～2030
年度の累積

費用

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約６％ （2030年で100％）

イニシャルコスト
約105～140億円

ランニングコスト
約0.8～0.9億円/年

溶剤回収機能付きハンガー
乾燥機設備費用（円/年）

溶剤回収機能付きハンガー乾燥機
の平均設備単価（約300～400万円/台）

溶剤回収分の低減費用
（円/年）

クリーニングにおける
ＶＯＣ排出量（ｔ/年）

溶剤回収機能付きハンガー
乾燥機の導入率（％/年）

毎年約６％ （2030年で100％）

全国ドライクリーニン
グ施設数（約28,400台）

都道府県別洗濯業
従業者数比（約0.12）

80％

自然乾燥の割合（10～20％）

ベースライン排出量に対する自然
乾燥由来の排出量割合

現在価値化 割引率3％

約166～190億円

VOC：327～654 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.23 各対策の費用と効果に関する情報（洗浄剤（水系等）への転換） 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 金属表面処理 №18 洗浄剤（水系等）への転換 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内洗浄施設（電子部品、自動車部品、精密加工品） 

・ 対策内容：従来の溶剤から洗浄剤（水系等）へ転換 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ 従来の洗浄剤、水系洗浄剤の価格変動については考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 水系洗浄剤（及びその設備）が毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 都内洗浄施設数は、産業中分類からの電子部品、自動車部品、精密加工分野の事業所数で

あり、厳密な洗浄施設の数ではない。そのため、対策費用については過大評価となってい

る可能性が高い。 

・ 事業所当たりの平均洗浄台数は、メーカーへのヒアリング（納入実績に基づくサンプルケ

ースから設定した値：３～７台）による数値であるため偏りがある。 

・ 洗浄剤（水系等）の 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に基づく

ものであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及の伸び

率）を見直す 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

  

水系洗浄装置への転換率
（％/年）

都内洗浄施設における洗浄
装置稼働台数

（約13,400～31,200台）

対策削減率【ＶＯＣ】（50～95％）

水系洗浄装
置転換台数
（約800～2,000

台/年）

水系洗浄剤・電気代の平
均単価（180～230万円/t）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約６％ （2030年で100％）

従来装置の平均設備
単価（約470～670万円/台）

イニシャルコスト
約310～1,030億円

ランニングコスト
約11～14億円/年

従来の設備費用（円/年）

水系洗浄装置設備費用
（円/年）

水系洗浄装置の平均設備単価
（約700～1,000万円/台）

従来の洗浄剤・電気代
（円/年）

従来の洗浄剤・燃料代単価（80～150万円/t）

水系洗浄装置の洗浄剤・
電気代（円/年）

洗浄施設（電子部品、自動
車部品、精密加工品）から
のＶＯＣ排出量（ｔ/年）

水系洗浄装置への転換率（％/年）

毎年約６％ （2030年で100％）

都内洗浄施設数
（約4,500箇所）

事業所あたり平均洗浄装
置設置台数（約3～7台）

水系洗浄剤のＶＯＣ含有量

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔VOC〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

炭化水素類取扱量
（約22,200ｔ/年）

現在価値化
割引率3％

約1,613～
1,906億円

VOC：152～288 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.24 各対策の費用と効果に関する情報（排ガス処理装置） 

発生源 分 類 対策名 

蒸発系固定発生源 金属表面処理 №19 排ガス処理装置 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内洗浄施設（電子部品、自動車部品、精密加工品） 

・ 対策内容：新たに排ガス処理装置を設置 

・ 2015 年度普及率：０％（想定） 

・ 排ガス処理装置、従来の洗浄剤の価格変動については考慮しない。 

・ ＶＯＣ削減率、燃料代、電気代、洗浄剤取扱量の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 都内洗浄施設において、排ガス処理装置が毎年定率で設置 

・ 普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 都内洗浄施設数は、産業中分類からの電子部品、自動車部品、精密加工分野の事業所数で

あり、厳密な洗浄施設の数ではない。そのため、対策費用については過大評価となってい

る可能性が高い。 

・ 事業所当たりの平均洗浄台数は、メーカーへのヒアリング（納入実績に基づくサンプルケ

ースから設定した値：３～７台）による数値であるため偏りがある。 

・ 排ガス処理装置の 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に基づくも

のであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及の伸び率）

を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

排ガス処理装置の導入率
（％/年）

都内洗浄施設における洗浄装
置稼働台数（約13,400～31,200台）

対策削減率【ＶＯＣ】（70％）

対策効果（ｔ/年）
〔ＶＯＣ〕

差
額排ガス処理装置

の導入台数
（約280台/年）

事業所当たりの排ガス
処理装置の運転費用
（約21～30万円/箇所/月）

対策費用
（円/年）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

毎年約６％ （2030年で100％）

従来装置の平均設備
単価（約470～670万円/台）

イニシャル
コスト

約130～1,340億円

ランニングコ
スト約▲4.5～
▲0.7億円/年

従来の設備費用（円/年）

排ガス処理装置設備費用+
従来の設備費用（円/年）

排ガス処理装置の平均設
備単価（約300～3,000万円/台）

従来の洗浄剤・電気代（円/年）

従来の洗浄剤・燃料代単価（約80～150万円/t）

排ガス処理装置導入後の運転
費用（従来分込み）（円/年） 差

額

洗浄施設（電子部品、自動
車部品、精密加工品）から
のＶＯＣ排出量（ｔ/年）

排ガス処理装置の導入率（％/年）

毎年約６％ （2030年で100％）

都内洗浄施設
（約4,500箇所）

事業所あたり平均洗浄装
置設置台数（約3～7台）

排ガス処理装置によるVOC削減率

炭化水素類取扱量（約22,000 ｔ/年）

排ガス処理装置導入後の洗浄
剤費用（従来分込み）（円/年）

都内洗浄施設数（箇所）

従来の洗浄代（円/年）

洗浄剤購入費削減率
（70％）

現在価値化
割引率3％

約33～
605億円

VOC：220 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.25 各対策の費用と効果に関する情報（ＺＥＶ 乗用車） 

発生源 分 類 対策名 

自動車 次世代自動車 №20 1）ＺＥＶ（ＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶ）乗用車 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内の乗用車（ガソリン車） 

・ 対策内容：ガソリン乗用車がＺＥＶ（ＥＶ，ＰＨＶ、ＦＣＶのゼロエミッションビー

グル）に転換 

・ 2015 年度普及率：0.3％ 

・ 将来の道路ネットワークの整備に伴う走行量、走行速度等の変化は考慮しない。 

・ 自動車価格と燃料の価格変動は考慮しない。 

・ 都内のガソリン車登録台数と、ガソリン車の走行台数は比例するものと想定 

対 策 

普及率 

・ 都内において、ＺＥＶが毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（都内乗用車登録台数の 25％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ イニシャルコストは年間登録台数、ランニングコスト及び排出量は走行量をベースに積算

しており、それぞれデータの出典も異なる。 

・ ガソリン車のベースライン排出量算定時には、排出係数の寄与（乗用車全体に対する寄与

割合）を考慮していない。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

ZＥＶ転換率（％/年）

2015年度 ガソリン乗用
車の年間登録台数
約221万（台）

ＺＥＶ転換分の走行量
（約319百万台・km/年）

乗用車からの排出量（ｔ/年）
〔NOX、SOX、PM、CO２〕

ZEVの対策削減率（％）
〔NOX、SOX、PM、CO２〕

差
額

ＺＥＶ転換台数
（約34,000台/年）

従来ガソリン車の
購入費（円/年）

従来のガソリン車の平均
価格（160～300万円/台）

ＺＥＶ車購入費
（円/年）

ＺＥＶの平均価格
（約300～710万円/台）

イニシャルコ
スト約15,000～

18,100億円

乗用車の年間走行量
（約27,000百万台・km/年）

対策費用の算出

対策効果の算出

ガソリン車の構成比（79％）

差
額

従来のガソリン車
の燃料代・維持費

（円/年）

ガソリン単価（150円/L）/
ガソリン車燃費（13.9L/km）

ＺＥＶ燃料代・維持
費（円/年）

ＺＥＶの充電費・燃料単価
等（約7～15円/km）

ランニング
コスト

約2.5億円/年

ガソリン車の構成比（％）

ガソリン乗用車から
の排出量（ｔ/）年

〔NOX、SOX、PM、CO２〕

2030年時点で25％

100％

ZEV転換率（％/年）

2030年時点で25％

電力換算量（kwh/年） 発電に伴うCO２発生量等（ｔ/年）

CO２等排出係数

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、PM、CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

ＥＶ
ＰＨＶ

現在価値化
割引率3％

約12,006
～14,429億円

NOx：119 ｔ、 SOx：2 t、 PM：1 t、
CO2： 769 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.26 各対策の費用と効果に関する情報（ＺＥＶ（ＥＶ）大型車） 

発生源 分 類 対策名 

自動車 次世代自動車 №20 2）ＺＥＶ（ＥＶ）大型車 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内のディーゼル貨物車 

・ 対策内容：ディーゼル貨物車がＺＥＶ（ＥＶのゼロエミッションビーグル）に転換 

・ 2015 年度普及率：0％ 

・ 将来の道路ネットワークの整備に伴う走行量、走行速度等の変化は考慮しない。 

・ 自動車価格と燃料の価格変動は考慮しない。 

・ 都内の貨物車登録台数と、ディーゼル車の走行台数は比例するものと想定 

対 策 

普及率 

・ 都内において、ＺＥＶが毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（都内貨物車登録台数の 1.0％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 

 
 

不確実性

の考察 

・ イニシャルコストは年間登録台数、ランニングコスト及び排出量は走行量をベースに積算

しており、それぞれデータの出典も異なる。 

・ ディーゼル車のベースライン排出量算定時には、排出係数の寄与（普通貨物車全体に対す

る寄与割合）を考慮していない。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

ＥＶ転換率（％/年）

2015年度 普通貨物車
の年間登録台数

125,000（台）

EV転換分の走行量
（約2.4百万台・km/年）

普通貨物車からの排出量
（ｔ/年）

〔NOX、SOX、PM、CO２〕

EVの対策削減率（％）
〔NOX、SOX、PM、CO２〕

差
額

ＥＶ転換台数
約80（台/年）

大型ディーゼル車
の購入費（円/年）

大型ディーゼル車の
平均価格（約700万円/台）

大型ＥＶ車購入費
（円/年）

大型ＥＶ車の平均価格
（約1,700万円/台）

イニシャル
コスト

約125億円

普通貨物車の年間走行量
（4,058百万台・km/年）

対策費用の算出

対策効果の算出

大型ディーゼル車の構成比
（94％）

差
額

従来の大型ディー
ゼル車の燃料代・
維持費（円/年）

軽油単価（140円/L）/
ディーゼル車燃費（7km/L）

ＥＶ燃料代・維持費
（円/年）

ＥＶの充電費・燃料単価等
（約11円/km）

ランニング
コスト

約▲0.2億円/年

大型ディーゼル車の構成比
（％）

ベースライン排出量（ｔ/年）
（大型ディーゼル車からの排出量）

〔NOX、SOX、PM、CO２〕

2030年時点で ＥＶ車1.0％

EV車＝100％

ＥＶ転換率（％/年）

2030年時点で ＥＶ車5.0％

電力換算量（kwh/年） 発電に伴うCO２発生量等（ｔ/年）

CO２等排出係数

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、PM、CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約77億円

NOx：92 ｔ、 SOx：0.1 t、 PM：0.6 t、
CO2： 19 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.27 各対策の費用と効果に関する情報（ガソリンＨＶ〔乗用車〕） 

発生源 分 類 対策名 

自動車 次世代自動車 №21 ガソリンＨＶ〔乗用車〕 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内の乗用車（ガソリン車） 

・ 対策内容：ガソリン乗用車がガソリンＨＶ車（ハイブリッド車）に転換 

・ 2015 年度普及率：16.5％ 

・ 将来の道路ネットワークの整備に伴う走行量、走行速度等の変化は考慮しない。 

・ 自動車価格と燃料の価格変動は考慮しない。 

・ 都内のガソリン車登録台数と、ガソリン車の走行台数は比例するものと想定 

対 策 

普及率 

・ 都内において、ＺＥＶが毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（都内乗用車登録台数の 55％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ イニシャルコストは年間登録台数、ランニングコスト及び排出量は走行量をベースに積算

しており、それぞれデータの出典も異なる。 

・ ガソリン車の排出量算定時には、排出係数の寄与（乗用車全体に対する寄与割合）を考慮

していない。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

ＨＶ転換率（％/年）

2015年度 乗用車の
年間登録台数
（221万台）

ＨＶ転換分の走行量
（約504百万台・km/年）

乗用車からの排出量（ｔ/年）
〔CO２〕

ＨＶの対策削減率（％）
〔CO２〕

差
額

ＨＶ転換台数
（約53,000台/年）

ガソリン車の購
入費（円/年）

ガソリン車の平均価格
（160～300万円/台）

ＨＶ購入費
（円/年）

ＨＶの平均価格
（250～350万円/台）

イニシャルコスト
約4,250～7,640億円

乗用車の年間走行量
（27,000百万台・km/年）

対策費用の算出

対策効果の算出

走行車両のガソリン車
の構成比（79％）

差
額

従来ガソリン車
の燃料代・維持
費（円/年）

ガソリン単価（150円/L）/
ガソリン車燃費（13.9km/L）等

ＨＶ燃料代・維
持費（円/年）ガソリン単価（150円/L）/

ＨＶ車燃費（L/km）等

ランニングコスト
約▲22億円/年

走行車両のガソリン車の
構成比（％）

ベースライン排出量（ｔ/年）
（ガソリン車からの排出量）

〔CO２〕

※2030年時点で ＨＶ55％
既普及分を加味し38.5％

ＨＶ転換率（％/年）

※2030年時点で ＨＶ55％
既普及分を加味し38.5％

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約1,181～
3,848億円

CO2： 485 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.28 各対策の費用と効果に関する情報（ディーゼルＨＶ〔トラック〕） 

発生源 分 類 対策名 

自動車 次世代自動車 №22 1）ディーゼルＨＶ（トラック） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内のディーゼル貨物車 

・ 対策内容：ディーゼル貨物車がディーゼルＨＶ（ハイブリッド）車に転換 

・ 2015 年度普及率：1.3％ 

・ 将来の道路ネットワークの整備に伴う走行量、走行速度等の変化は考慮しない。 

・ 自動車価格と燃料の価格変動は考慮しない。 

・ 都内の貨物車登録台数と、ディーゼル車の走行台数は比例するものと想定 

対 策 

普及率 

・ 都内において、ディーゼルＨＶが毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（都内普通貨物車登録台数の 25.2％） 

※都内貨物車登録台数の 10％ 
 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ イニシャルコストは年間登録台数、ランニングコスト及び排出量は走行量をベースに積算

しており、それぞれデータの出典も異なる。 

・ ディーゼル車のベースライン排出量算定時には、排出係数の寄与（普通貨物車全体に対す

る寄与割合）を考慮していない。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

ＨＶ転換率（％/年）

2015年度 普通貨物車
の年間登録台数

125,000（台）

ＤＨＶ転換分の走行量
（約61百万台・km/年）

普通貨物車からの排出量
（ｔ/年）〔CO２〕

ＤＨＶの対策削減率（％）
〔 CO２ 〕約18％

差
額

ＤＨＶ転換台数
約2,000（台/年）

ディーゼル車の
購入費（円/年）

ディーゼル車の平均価格
（約700万円/台）

ＤＨＶ購入費
（円/年）

ＤＨＶの平均価格
（約900万円/台）

イニシャルコス
ト約700億円

普通貨物車の年間走行量
（4,058百万台・km/年）

対策費用の算出

対策効果の算出

大型ディーゼル車の構成比
（94％）

差
額

従来の大型
ディーゼル車の
燃料代・維持費

（円/年）

軽油単価（140円/L）/
ディーゼル車燃費（7L/km）

ＤＨＶ燃料代・維
持費（円/年）軽油単価（140円/L） /

ＨＶ車燃費（L/km）等

ランニングコスト
約▲4.9億円/年

大型ディーゼル車の構成比
（％）

ベースライン排出量（ｔ/年）
（大型ディーゼル車からの排出量）

〔CO２〕

※2030年時点で ＨＶ25.2％
既普及分1.3％を加味

ＤＨＶ転換率（％/年）

※2030年時点で ＨＶ25.2％
既普及分1.3％を加味

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約69億円

CO2： 90 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.29 各対策の費用と効果に関する情報（ディーゼルＨＶ〔バス〕） 

発生源 分 類 対策名 

自動車 次世代自動車 №22 2）ディーゼルＨＶ（バス） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：都内のディーゼル車（乗合車） 

・ 対策内容：ディーゼル車（乗合車）がディーゼルＨＶ（ハイブリッド）車に転換 

・ 2015 年度普及率：0％（想定） 

・ 将来の道路ネットワークの整備に伴う走行量、走行速度等の変化は考慮しない。 

・ 自動車価格と燃料の価格変動は考慮しない。 

・ 都内の貨物車登録台数と、ディーゼル車の走行台数は比例するものと想定 

対 策 

普及率 

・ 都内において、ディーゼルＨＶ（バス）が毎年定率で普及 

・ 普及率（想定）：2030 年度（都内乗合車登録台数の 10％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ イニシャルコストは年間登録台数、ランニングコスト及び排出量は走行量をベースに積算

しており、それぞれデータの出典も異なる。 

・ ディーゼルバスのベースライン排出量算定時には、排出係数の寄与（乗合車全体に対する

寄与割合）を考慮していない。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

ＨＶ転換率（％/年）

2015年度 乗合車の年
間登録台数
（15,000台）

ＤＨＶ転換分の走行量
（約37百万台・km/年）

バスからの排出量（ｔ/年）
〔CO２〕

ＤＨＶの対策削減率（％）
〔 CO２ 〕約9％

差
額

ＤＨＶ転換台数
（約90台/年）

ディーゼルバス
購入費（円/年）

ディーゼルバスの平均
価格（約2,400万円/台）

ＤＨＶ購入費
（円/年）

ＤＨＶの平均価格
（約2,900万円/台）

イニシャルコス
ト約70億円

都内バスの年間走行量
（400百万台・km/年）

対策費用の算出

対策効果の算出

乗合車の分担率・ディーゼ
ル車の構成比（93.5％）

差
額

従来のディーゼル
ガスの燃料代・維
持費（円/年）

軽油単価（円/L）/ディー
ゼルバス燃費（5km/L）

ＤＨＶ燃料代・維
持費（円/年）軽油単価（140円/L） /

ＤＨＶ車燃費（km/L）等

ランニングコスト
約▲0.3億円/年

乗合車の分担率・ディーゼル
車の構成比（％）

ベースライン排出量（ｔ/年）
（ディーゼルバスからの排出量）

〔CO２〕

※2030年時点で 10％

ＤＨＶ転換率（％/年）

※2030年時点で 10％

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔CO２〕

対策費用（円）
2015～2030年
度の累積費用

現在価値化
割引率3％

約29億円

CO2： 2.4千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.30 各対策の費用と効果に関する情報（船舶・0.5％低硫黄燃料油） 

発生源 分 類 対策名 

船 舶 燃料転換 №23 0.5％低硫黄燃料油 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：東京湾に寄港する内航船（Ｃ重油を使用） 

・ 対策内容：Ｃ重油から 0.5％の低硫黄燃料油へ転換 

・ 2015 年度普及率：0％（想定） 

・ 入港船舶数、設備費、燃料価格の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 普及率（想定）：2019 年度（100％）2030 年度まで継続 

・ 2019 年度までに 0.5％低硫黄燃料油利用のための設備整備が全ての船舶で実施 

・ 2020 年度以降は 0.5％低硫黄燃料油利用による対策効果（毎年同じ）が継続して発生 
 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 設備等の価格や対策削減率については、限られたデータから平均的な値を設定しているた

め、実態を十分反映できていない可能性がある。 

・ 0.5％低硫黄燃料油の 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に基づく

ものであり、今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及の伸び

率）を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

東京港湾内航船登
録隻数（約1,000隻）

ランニング
コスト

約0.2億円/年

低硫黄燃料油転
換隻数（約1,000隻）

燃料冷却装置の追加
費用（約800万円/台）

イニシャル
コスト
約80億円

東京港湾内航船登録
船舶の燃料消費量

（約9,700t/年）

Ｃ重油の平均単価
（約74,000円/kL）

低硫黄燃料油に
転換した場合の追
加燃料費（円/年）

対策費用（円）
2019～2030年度
の累積費用

対策削減率
（NOx：10％、SOx：80％、CO2：9％）

NOX、SOX、CO２

低硫黄燃料油への転換率（％）

2019年で100％船舶（Ｃ重油）からの
排出量（ｔ/年） 対策効果（ｔ）

2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、CO２〕

低硫黄燃料油への
転換率（％）

2019年で100％

低硫黄燃料油の平
均単価（約10万円/kL）

Ｃ重油比重
（0.94）

Ｃ重油と低硫黄燃料
油の価格差（円/kL）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

年価値化
割引率3％

※2020年から全て低硫黄燃料油に転換

約126億円

NOx：2,315 ｔ、 SOx：10,099 t、
CO2：158 千t

※2019年に全て整備完了

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.31 各対策の費用と効果に関する情報（船舶・Ａ重油） 

発生源 分 類 対策名 

船 舶 燃料転換 №24 Ａ重油 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：東京湾に寄港する内航船（Ｃ重油を使用） 

・ 対策内容：Ｃ重油からＡ重油へ転換 

・ 2015 年度普及率：0％（想定） 

・ 入港船舶数、設備費、燃料価格の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 普及率（想定）：2020 年度（100％）2030 年度まで継続 

・ 2020 年度から全船舶がＡ重油へ 100％転換、以後、対策効果（毎年同じ）が継続して

発生 
 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 設備等の価格や対策削減率については、限られたデータから平均的な値を設定しているた

め、実態を十分反映できていない可能性がある。 

・ Ａ重油の 2015 年度時点の普及率は、現時点において収集できた情報に基づくものであり、

今後精査を進め必要に応じて、普及目標（最終年度での普及率と普及の伸び率）を見直す。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

ランニング
コスト

約0.1億円/年

東京港湾内航船登録
船舶の燃料消費量

（約9,700t/年）

Ｃ重油の平均単価
（約74,000円/kL）

Ａ重油に転換した
場合の追加燃料
費（円/年）

対策費用（円）
2020～2030年度
の累積費用

対策削減率
（NOx：10％、SOx：80％、CO2：9％）

NOX、SOX、CO２

Ａ重油への転換率（％）

2020年から100％、2030年まで継続船舶（Ｃ重油）からの
排出量（ｔ/年） 対策効果（ｔ）

2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、CO２〕

Ａ重油の平均単価
（約93,000円/kL）

Ｃ重油比重
（0.94）

Ｃ重油とＡ重油の
価格差（円/kL）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

Ａ重油への転換率（％）

2020年から100％、2030年まで継続

年価値化
割引率3％

約21億円

NOx：695 ｔ、 SOx：5,302 t、 CO2：53 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.32 各対策の費用と効果に関する情報（船舶・ＬＮＧ船） 

発生源 分 類 対策名 

船 舶 燃料転換 №25 ＬＮＧ船 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：東京湾に寄港する内航船（Ｃ重油を使用） 

・ 対策内容：Ｃ重油船舶からＬＮＧ船へ転換 

・ 2015 年度普及率：0％（想定） 

・ 入港船舶数、設備費、燃料価格の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・従来の船舶からＬＮＧ船へは毎年定率で転換 

・普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 設備等の価格や対策削減率については、限られたデータから平均的な値を設定しているた

め、実態を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

東京港湾内航船登
録隻数（約1,000隻）

ランニング
コスト

約▲0.1億円/年

ＬＮＧ燃料転換
隻数（約60隻/年）

設備改造費用[中型船
を想定]（約3,000万円/台）

イニシャル
コスト
約300億円

東京港湾内航船登録
船舶の燃料消費量

（約9,700t/年）

Ｃ重油の平均単価
（約74,000円/kL）

ＬＮＧ燃料に転換
した場合の追加燃
料費（円/年）

ＬＮＧ燃料の
追加設備費用
（円/年）

対策費用（円）
2015～2030年度
の累積費用

対策削減率
（NOx：80％、SOx：100％、CO2：30％）

NOX、SOX、CO２

ＬＮＧ燃料への転換率（％/年）

毎年6.3％ （2030年で100％）船舶（Ｃ重油）からの
排出量（ｔ/年） 対策効果（ｔ）

2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、CO２〕

ＬＮＧ燃料への転換率
（％/年）

毎年6.3％ （2030年で100％）

ＬＮＧ燃料の平均単
価（約56,000円/kL）

Ｃ重油比重
（0.94）

Ｃ重油とＬＮＧ燃料の
価格差（円/kL）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

現在価値化
割引率3％

約224億円

NOx：1,158 ｔ、 SOx：789 t、 CO2：33 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例



 36 

表 2.2.33 各対策の費用と効果に関する情報（船舶・陸電（ショア・パワー）） 

発生源 分 類 対策名 

船 舶 燃料転換 №26 陸電（ショア・パワー） 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：東京湾に寄港する内航船（Ｃ重油を使用） 

・ 対策内容：陸電設備の整備（Ｃ重油利用の一部が陸電による電気利用に転換） 

・ 2015 年度普及率：0％（想定） 

・ 入港船舶数、設備費、燃料価格の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 東京港湾の全ての供用中バースに陸電設備が毎年定率で導入 

・普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 設備等の価格や対策削減率については、限られたデータから平均的な値を設定しているた

め、実態を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

陸電陸側設備費用（総額）
[東京港湾の全ての供用中
バースを想定] （約58億円）

ランニングコスト
約0.5億円/年

イニシャルコスト
約63億円

船内発電・陸電使用によ
る増加運用費（約7.9億円/年）

陸電設備導入費用
（円/年）

対策費用（円）
2015～2030年度
の累積費用

対策削減率
（NOx：51％、SOx：44％、CO2：15％）

NOX、SOX、CO２

陸電への転換率（％/年）

毎年6.3％（2030年で100％）船舶（Ｃ重油）からの
排出量（ｔ/年） 対策効果（ｔ）

2030年削減量（2015年度比）
〔NOX、SOX、CO２〕

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

陸電船側改造費用（総額）
[東京港湾の全ての供用中
バースを想定] （約4.9億円）

陸電維持管理費用 [東京
港湾の全ての供用中バースを

想定] （約6,000万円/年）

陸電への転換率（％/年）

毎年6.3％（2030年で100％）

単年度に
割戻し

単年度に
割戻し

現在価値化
割引率3％

約102億円

NOx：734 ｔ、 SOx：346 t、 CO2：16 千t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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表 2.2.34 各対策の費用と効果に関する情報（船舶・スクラバー） 

発生源 分 類 対策名 

船 舶 排出抑制 №27 スクラバー 
 

前

提

条

件 

検討対象

期 間 
2015 年度から 2030 年度まで（16年間） 

ベース 

ライン 

・ 対策対象：東京湾に寄港する内航船（Ｃ重油を使用） 

・ 対策内容：スクラバーの設置 

・ 2015 年度普及率：0％（想定） 

・ 入港船舶数、設備費、燃料価格の年変動は考慮しない。 

対 策 

普及率 

・ 現在入港している船舶へのスクラバーの普及は毎年定率 

・普及率（想定）：2030 年度（100％） 

 

費用と効果の算出フロー   
  

 
 

不確実性

の考察 

・ 設備等の価格や対策削減率については、限られたデータから平均的な値を設定しているた

め、実態を十分反映できていない可能性がある。 

留意点 
・ 対策費用及び対策効果に関係する数値は、現時点において収集できた情報から種々の想定

や条件設定を行い、計算した値である。そのため、必ずしも各対策を代表する値ではない。 

 

  

東京港湾内航船登
録隻数（約1,000隻）

ランニングコスト
約0.4億円/年

スクラバー導入隻数
（約60隻/年）

スクラバーの本体費用・設
置費用及び船舶改造費用
[中型船を想定]（約4,000万円/隻）

イニシャルコスト
約400億円

対策費用（円）
2015～2030年度
の累積費用

対策削減率[ＳＯｘ]（75～99％）

スクラバーへの転換率（％/年）

毎年6.3％（2030年で100％ ）

船舶（Ｃ重油）からの
ＳＯｘ排出量（ｔ/年）

対策効果（ｔ）
2030年削減量（2015年度比）

〔NOX、SOX、CO２〕

スクラバーへの転換率
（％/年）

毎年6.3％（2030年で100％ ）

対
策
費
用
の
算
出

対
策
効
果
の
算
出

スクラバー稼働に伴う
燃料代及び電気代[中
型船を想定]（約60万円/隻） 現在価値化

割引率3％

約351億円

SOx：686 t

：発電に伴うCO２等負荷に関する項目

：費用の算出に関する項目

：効果の算出に関する項目

：関東圏への普及を考慮する場合のインプット

凡 例
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（2）各対策の効果と費用の比較 

対策費用は、前駆物質等を１トン削減するのに必要な単位当たりの費用を示したものではなく、検討

対象期間（2015～2030 年度）の総費用を表している。 

また、想定する 2030 年度の普及率も対策ごとに異なることを考慮し、費用対効果を考察する必要があ

る。 

 

(a) 大規模固定煙源 

大規模固定煙源における各対策の効果と費用の比較結果は、図 2.2.2 に示すとおりである。また、各

対策の費用対効果の程度をみるため、対策費用と効果の幅を踏まえた分布を図 2.2.3 に整理した。 

 

【削 減 量】：2030 年度の削減量〔2015 年度比〕 

【対 策 費 用】：2015～2030 年度の累積費用 

【2030 年度 対策普及率（想定）】：50％ 

 

＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 
（注）１．ＮＯＸ＋ＰＭ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値

としてエラーバーで表記している。 

＜ＮＯｘ＞ 

 
（注）１．ＮＯＸ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

図 2.2.2(1) 各対策の効果と費用の比較（大規模固定煙源） 
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＜ＰＭ＞ 

 
（注）１．ＰＭ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜ＳＯｘ＞ 

 
（注）１．ＳＯＸ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜ＣＯ２＞ 

 
（注）１．ＣＯ2削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜対策費用＞ 

 
（注）１．費用に幅がある対策については、最小値、平均値、最大値としてエラーバーで表記している。 

図 2.2.2(2) 各対策の効果と費用の比較（大規模固定煙源） 
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＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 

＜ＳＯｘ＞ 

 
図 2.2.3(1) 各対策の費用と効果の分布（大規模固定煙源） 
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＜ＣＯ２＞ 

 
図 2.2.3(2) 各対策の費用と効果の分布（大規模固定煙源） 
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(b) 民生 

民生における各対策の効果と費用の比較結果は、図 2.2.4 に示すとおりである。また、各対策の費用

対効果の程度をみるため、対策費用と効果の幅を踏まえた分布を図 2.2.5 に整理した。 

なお、低ＶＯＣ製品によるＶＯＣ削減量及び対策費用については、「(c) 蒸発系固定発生源」におい

て整理している。 

 

【削 減 量】：2030 年度の削減量〔2015 年度比〕 

【対 策 費 用】：2015～2030 年度の累積費用 

【2030 年度 対策普及率（想定）】：業務〔電化・ガス化〕：50％、家庭〔電化〕：50％、 

低ＮＯｘ・低ＣＯ２小型燃焼機器・低ＶＯＣ製品：100％ 

＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 
（注）１．ＮＯＸ＋ＰＭ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値

としてエラーバーで表記している。 

＜ＮＯｘ＞ 

 
（注）１．ＮＯＸ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜ＰＭ＞ 

 
（注）１．ＰＭ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

図 2.2.4(1) 各対策の効果と費用の比較（民生） 
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＜ＣＯ２＞ 

 
（注）１．ＣＯ2削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜対策費用＞ 

 
（注）１．費用に幅がある対策については、最小値、平均値、最大値としてエラーバーで表記している。 

図 2.2.4(2) 各対策の効果と費用の比較（民生） 

  

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

電化（液体燃料）

電化（気体燃料）

ガス化（液体燃料）

低NOx・低CO2小規模燃焼機器

電化（気体燃料）

業
務

業
務 ・

家
庭

家
庭

【ＣＯ２削減量】：2030年度の削減量〔2015年度比〕■対策効果（民生）
小 大

最
小
値
→

平
均
値
→

最
大
値
→

(5,000) 0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

電化（液体燃料）

電化（気体燃料）

ガス化（液体燃料）

低NOx・低CO2小規模燃焼機器

電化（気体燃料）

業
務

業
務 ・

家
庭

家
庭

【対策費用】：2015～2030年度の累積費用■対策費用（民生）
安 高

最
小
値
→

平
均
値
→

最
大
値
→



 44 

＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 

＜ＣＯ２＞ 

 
図 2.2.5 各対策の費用と効果の分布（民生） 
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(c) 蒸発系固定発生源 

蒸発系固定発生源における各対策の効果と費用の比較結果は、図 2.2.6 に示すとおりである。また、

各対策の費用対効果の程度をみるため、対策費用と効果の幅を踏まえた分布を図 2.2.7 に整理した。 

 

【削 減 量】：2030 年度の削減量〔2015 年度比〕 

【対 策 費 用】：2015～2030 年度の累積費用 

【2030 年度 対策普及率（想定）】：100％ 

 

＜ＶＯＣ＞ 

 

 
（注）１．ＶＯＣ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値とし

てエラーバーで表記している。 

＜対策費用＞ 

 
（注）１．費用に幅がある対策については、最小値、平均値、最大値としてエラーバーで表記している。 

図 2.2.6 各対策の効果と費用の比較（蒸発系固定発生源） 
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＜ＶＯＣ＞ 

 
図 2.2.7 各対策の費用と効果の分布（蒸発系固定発生源） 
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(d) 自動車 

自動車における各対策の効果と費用の比較結果は、図 2.2.8 に示すとおりである。また、各対策の費

用対効果の程度をみるため、対策費用と効果の幅を踏まえた分布を図 2.2.9 に整理した。 

 

【削 減 量】：2030 年度の削減量〔2015 年度比〕 

【対 策 費 用】：2015～2030 年度の累積費用 

【2030 年度 対策普及率（想定）】：ＺＥＶ〔乗用車〕：25％・ガソリンＨＶ〔乗用車〕：55％、 

ＺＥＶ〔大型車〕：1.0％、ディーゼルＨＶ〔トラック〕：10％ 

ディーゼルＨＶ〔バス〕：10％ 

 

＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 
（注）１．ＮＯＸ＋ＰＭ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値

としてエラーバーで表記している。 

 

＜ＮＯｘ＞ 

 
（注）１．ＮＯＸ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

図 2.2.8(1) 各対策の効果と費用の比較（自動車） 

 

 

■次世代自動車の普及に係る東京都の政策目標について 

№ 対策名 2030 年度における普及目標 

20 1）ＺＥＶ〔乗用車〕 乗用車新車販売台数に占める ZEV※1の割合：50％ 

21 ガソリンＨＶ車〔乗用車〕 都内乗用車に占める次世代自動車等※2の普及割合：80％ 

22 1）ディーゼルＨＶ（トラック） 都内貨物車に占める次世代自動車等※2の普及割合：10％ 

※1 ＺＥＶ：ＥＶ，ＰＨＶ，ＦＣＶ 

※2 次世代自動車等：ＨＶ、ＥＶ，ＰＨＶ，ＦＣＶ 

（東京都の政策目標） 

「東京都環境基本計画（2016 年 3 月）」等 
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＜ＰＭ＞ 

 
（注）１．ＰＭ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜ＣＯ２＞ 

 
（注）１．ＣＯ2削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜対策費用＞ 

 
（注）１．費用に幅がある対策については、最小値、平均値、最大値としてエラーバーで表記している。 

図 2.2.8(2) 各対策の効果と費用の比較（自動車） 

 

 

■次世代自動車の普及に係る東京都の政策目標について 

№ 対策名 2030 年度における普及目標 

20 1）ＺＥＶ〔乗用車〕 乗用車新車販売台数に占める ZEV※1の割合：50％ 

21 ガソリンＨＶ車〔乗用車〕 都内乗用車に占める次世代自動車等※2の普及割合：80％ 

22 1）ディーゼルＨＶ（トラック） 都内貨物車に占める次世代自動車等※2の普及割合：10％ 

※1 ＺＥＶ：ＥＶ，ＰＨＶ，ＦＣＶ 

※2 次世代自動車等：ＨＶ、ＥＶ，ＰＨＶ，ＦＣＶ 

（東京都の政策目標） 

「東京都環境基本計画（2016 年 3 月）」等 
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＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 

＜ＣＯ２＞ 

 
図 2.2.9 各対策の費用と効果の分布（自動車） 
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(e) 船 舶 

船舶における各対策の効果と費用の比較結果は、図 2.2.10 に示すとおりである。また、各対策の費用

対効果の程度をみるため、対策費用と効果の幅を踏まえた分布を図 2.2.11 に整理した。 

 

【削 減 量】：2030 年度の削減量〔2015 年度比〕 

【対 策 費 用】：2015～2030 年度の累積費用 

【2030 年度 対策普及率（想定）】：100％ 

 

＜ＮＯｘ＞ 

 
（注）１．ＮＯＸ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜ＳＯｘ＞ 

 
（注）１．ＳＯＸ削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

＜ＣＯ２＞ 

 
（注）１．ＣＯ2削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値として

エラーバーで表記している。 

図 2.2.10(1) 各対策の効果と費用の比較（船舶） 
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＜対策費用＞ 

 
図 2.2.10(2) 各対策の効果と費用の比較（船舶） 

＜ＮＯｘ＞ 

 
図 2.2.11(1) 各対策の費用と効果の分布（船舶） 
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＜ＳＯｘ＞ 

 

＜ＣＯ２＞ 

 
図 2.2.11(2) 各対策の費用と効果の分布（船舶） 
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３．削減対策事例の作成（今後の検討内容） 

3.1 削減対策事例の作成 

各対策の費用と効果を踏まえ、今後普及する可能性のある対策を組み合わせた事例（以下、「削減対

策事例」という。）を５事例程度作成する。 

対策の普及範囲は、「東京都内」の他、「関東全域」へ普及した場合についても検討する。 

表 3.1.1 削減対策事例の考え方 

■ＢaＵ(Business as usual)：既定施策の継続 

自動車のＰＰ新長期規制、船舶の燃料油規制など既定の対策を継続した場合 

■ＢＡＣＴ(Best Available Control Technology)：利用可能な最善の排出抑制技術 

対策の費用に関係なく、ＰＭ2.5、オキシダントの排出削減効果が最も大きい技術（各発生源において

最大限の削減量を見込める技術） 

■ＲＡＣＴ(Reasonably Available Control Technologies)：合理的で利用可能な排出抑制技術 

・ＰＭ2.5、オキシダント前駆物質の排出削減効果に関係なく、各発生源において費用対効果が良い技術 

・国内外、東京都における普及状況や動向等を踏まえた対策の組み合わせ 

・既存のＣＯ２削減対策による効果（コベネフィット）も考慮した効果的、効率的な対策 

＜参考文献＞ 

１． 「Technology Transfer Network  Clean Air Technology Center - RACT/BACT/LAER   

Clearinghouse」（USEPA：https://www3.epa.gov/ttncatc1/rblc/htm/rbxplain_eg.html） 

２． 「平成 10年度 実行可能なより良い技術の検討による評価手法検討調査報告書」 

（平成 11年 3月、環境省） 

 

3.2 削減対策事例の効果検証 

作成した削減対策事例（５事例程度）について、対策費用、前駆物質削減量等の効果を試算し、検証

を行う。なお、都内での効果検証だけでなく、対策の普及範囲を関東全域にした場合についても以下の

とおり検討する。 

  表 3.2.1 関東圏での対策効果と対策費用の考え方 

① 東京都及び６県（神奈川県、埼玉県、千葉県、群馬県、栃木県、茨城県）を対象とする。 

② 検討期間は、2015 年を初年度とし、ＯＸの目標達成年度である 2030 年度までを基本とする。 

③ 各対策の普及率は、東京都と同じく、検討期間内において定率とする。 

④ 対策効果、対策費用については、初年度、最終年度（2030 年度）の値に加え、中間年度（2015

年度末、2020 年度、2024 年度）での積算値も算出する。 

⑤ 対策効果及び対策費用の算出については、東京都での対策効果及び対策費用の算出フローを基

本とする。 

⑥ 費用と効果の算出フロー（東京都）のインプットにおいて、アウトプットへの影響が無視でき

ない項目について、各県固有の値を設定し、対策効果及び対策費用を算出する。 

 

 

 

https://www3.epa.gov/ttncatc1/rblc/htm/rbxplain_eg.html

